企画提案書

（様式３）
相談対応者（候補者）の概要
※相談対応者を配置する場合は、候補者ごとにそれぞれ作成してください。
※提案書提出時点で候補者を記載することが困難な場合、募集等を行う際の要件を記載し、決定次第提出してください。
	ふりがな
	所属機関名

	氏　　名
生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	
	役　職

	
	

	主な資格（学位を除く）
中小企業大学校研修等受講状況

	

	履歴事項

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	本事業の支援に資する経験・実績（相談対応者（候補者）のこれまでの主な実務経験や支援実績を実施時期もわかるよう詳細に記入。その他特記すべき事項があれば併せて記入。）



	申請者が当該候補者を相談対応者とする理由（公募要領別紙２に記載する相談対応者に求められる要件の項目に則って記入）
（相談対応者に求められる要件）

①企業や支援機関等において知的財産に関わる部署に従事した実務経験を３年以上有する者、知的財産管理技能士又は弁理士試験合格者。

②本事業の目的等について理解していると判断される者。

③中小企業等への支援による地域の活性化等についての意欲を有していると判断される者。

④中小企業等が抱えている課題を的確に把握・整理する能力を有していると判断される者。

⑤公募要領別紙２別添に記載するような課題等を意識しながら、相談者からの相談内容に、意欲を持って対応し、相談内容を正確に把握・分析し、解決策を提示することができる知見及び資質を有していると判断される者。

⑥課題等を解決に導くために、中小企業等の企業経営を理解し、中小企業等の経営者と適切にコミュニケーションを取りつつ、信頼関係等を構築することができる資質を有すると判断される者。

⑦窓口運営事業者や知財専門家、支援機関の担当者と適切にコミュニケーションを取りつつ、知財専門家や支援機関との連携など支援全体のマネジメント能力を有すると判断される者。

⑧知的財産に関する制度全般や中小企業向け支援施策への知識、特許等の産業財産権の電子出願を含む出願等手続に関する知見を有するとともに、職務発明制度の改正など、常に知的財産制度の最新情報を把握する意識を有すると判断される者。

⑨中小企業等との相談内容を支援内容報告シート等（公募要領別紙４参照）に適切にまとめて記載できる能力を有すると判断される者。

⑩秘密を保持すべき情報（未公開の技術情報、新規事業プランなど）を的確に把握し、秘密保持を確実に実施できる能力を有すると判断される者。

⑪法令で規定された弁護士、弁理士などの専権業務に抵触しないように留意しつつ、中小企業へのアドバイス等の支援を実施できる能力を有すると判断される者。
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